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１．調査の目的

石綿健康被害救済制度（以下「救済制度」という。）における肺がんの医学的判定では、

原発性肺がんであって、肺がんの発症リスクを２倍以上に高める量の石綿ばく露に該当す

る「医学的所見」が認められる場合に、石綿起因性の肺がんとして認定している。

平成 24年 3月に労災制度における疾病の認定基準が、新たに医学的知見等に基づき改

正されたことを踏まえ、平成 25年 4月に救済制度における肺がん等に係る医学的判定に

関する考え方について報告書がまとめられた。当該報告書では、救済制度においては、石

綿ばく露作業従事歴（以下「従事歴」という。）を肺がんの医学的判定の指標として採用

することは困難であるとされ、一方で従事歴について、今後肺がんの申請内容を分析する

ことが望ましいとされている。

また、平成 28年度に行われた国による救済制度の見直しにおいて、肺がん申請者にお

ける従事歴等に関する調査を含め、石綿による肺がんについて引き続き知見の収集に努め

るべきとされているところである。

このため、本業務は、救済制度に申請した肺がんの案件について、申請者の従事歴をど

こまで確認することができるか調査するものである。

２．調査の内容等

２－１ 調査の実施方法 

（１）従事歴に係るアンケート調査

救済制度に肺がんに申請した者に対し、調査の趣旨を十分に説明し同意を得た上で、

従事歴について、アンケート票（巻末 参考資料４－２）で以下の項目を確認した。

①職歴（職業、従事期間）

②石綿ばく露作業の内容

③1日当たりの石綿ばく露作業の時間

④従事歴を客観的に証明するための資料の提出の可否

⑤当時の同僚等からの聴き取りの可否

（２）従事歴が 10年以上の者に対する調査
２－１（１）のアンケート調査において、従事歴が 10年以上であると回答した者に

ついて、以下の調査を実施した。

なお、石綿ばく露作業は、平成 24年 3月 29日付厚生労働省労働基準局長通知「石綿

による疾病の認定基準について」に挙げられた「石綿ばく露作業」を参考とし、従事期

間の算定においては、平成 8年以降の従事期間は、実際の従事期間の１／２とした。
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２－２ 令和 2年度集計結果 

（１）調査対象

令和 2年 2月 1日から令和 3年 1月 31日までに救済制度に肺がんで申請・請求のあ

った医療費等の支給を受けようとする申請者（以下「認定申請者」という。）158人、特

別遺族弔慰金等の請求者（以下「弔慰金請求者」という。）46人を調査対象とし、その

うちアンケート調査に同意を得られた者は認定申請者 100 人、弔慰金請求者 7 人であ

った。

（２）アンケート回答者（表 1－1、表 1－2）
２－２（１）の同意を得られた者にアンケートを送付したところ、アンケートに回答

のあった者は認定申請者 75人（回答率 75.0％）、弔慰金請求者 5人（回答率 71.4％）で

あった。

表 1－1．アンケート対象者性別（認定申請者）       

（人）

男 女 計

調査対象者数 150 8 158 

同意が得られた者 94 6 100 

アンケート回答者数 70 5 75 

回答率 74.5% 83.3% 75.0% 

表 1－2．アンケート対象者性別（弔慰金請求者）    

（人）

男 女 計

調査対象者数 44 2 46 

同意が得られた者 7 0 7 

アンケート回答者数 5 0 5 

回答率 71.4% 0.0% 71.4% 

注）性別は被害者の性別により分類した。
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（３）年齢階層別集計（表 2－1、表 2－2）

集計方法

アンケート調査において、従事歴が 10年以上あると回答した者と、ないと回答した

者との年齢階層別集計を支給種別に行った。なお、弔慰金請求者の年齢は死亡時当時の

年齢とした。

結果

認定申請のアンケート回答者 75人の平均申請時年齢は 72.6歳であり、このうち事業

場での石綿取扱いが有りと回答した者で、従事歴が 10年以上だった者は 32人、平均申

請時年齢は 72.4歳であった。

表 2－1．年齢階層別（認定申請者）       （人、%）

従事歴 10年

計
10年有

の分布
有 無

男 女 男 女

50歳－59歳 3 0 4 0 7 9.4% 

60歳－69歳 6 1 8 0 15 21.9% 

70歳－79歳 15 0 21 1 37 46.9% 

80歳－89歳 5 2 7 1 15 21.9% 

90歳－99歳 0 0 1 0 1 0.0% 

計 29 3 41 2 75 100.0% 

注）年齢は被害者の申請時の年齢とした。

グラフ 1．従事歴 10年「有」回答者の属性 （人、%）
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弔慰金請求者のアンケート回答者 5 人の被害者の平均死亡時年齢は 76.8 歳であり、

従事歴が 10年以上だった者は 2人、平均死亡時年齢は 75.5歳であった。また、2人の

回答者内訳は被害者の子 2人であった。

表 2－2．年齢階層別（弔慰金請求者）  （人、%）

従事歴 10年

計
10年有

の分布
有 無

男 女 男 女

70歳－79歳 2 0 2 0 4 100.0% 

80歳－89歳 0 0 1 0 1 0.0% 

計 2 0 3 0 5 100.0% 

注）性別は被害者の性別により分類し、年齢は被害者の死亡時の年齢とした。

4



（４）産業分類別集計（表 3－1、表 3－2）

集計方法

従事歴が 10年以上であると回答した者について、アンケート票の職業歴に関する回

答内容から所属した事業所（企業）名を産業別に分類し、支給種別に集計を行った。産

業分類は平成 14年度 3月改訂版の日本標準産業分類に基づき、大分類で分類した。

結果

認定申請のアンケート回答者のうち、最も従事者が多かった産業は「E 建設業」26 

人であり、次いで「F 製造業」3人であった。

表 3－1．産業分類（認定申請者）                （人、％）

産 業 分 類
回答者

率
男 女

E 建設業 25 1 81.3% 

F 製造業 1 2 9.4% 

I 運輸業 1 0 3.1% 

その他 2 0 6.3% 

計 29 3 100.0% 

弔慰金請求者のアンケート回答者の被害者の産業は「E 建設業」及び「F 製造業」  

1人であった。

表 3－2．産業分類（弔慰金請求者）    （人、％）

産 業 分 類
回答者

率
男 女

E 建設業 1 0 50.0% 

F 製造業 1 0 50.0% 

計 2 0 100.0% 
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（５）従事期間を客観的に示す資料提出の可否と提出状況（表 4－1、表 4－2）

集計方法

従事歴が 10年以上であると回答した者について、アンケート票の従事期間を証明す

る客観的資料の提出の可否と資料の提出状況について、該当のあった認定申請でクロス

集計を行った。

結果

認定申請のアンケート回答者のうち、従事期間を証明する客観的資料を提出できると

回答した者 9 人（28.1%）、提出できないと回答した者 13 人（40.6%）、無回答 10 人

（31.3%）であった。

表 4－1．客観的に示す資料提出の可否と提出状況（認定申請者）           

（人、%）

資料提出の有無
計 率

有 無

客観的資料

提出の可否

可 8 1 9 28.1% 

否 2 11 13 40.6% 

無回答 2 8 10 31.3% 

計 12 20 32 100.0% 

弔慰金請求者のアンケート回答者のうち、従事期間を証明する客観的資料の提出がで

きると回答した者は 2人（100.0%）であった。

表 4－2．客観的に示す資料提出の可否と提出状況（弔慰金請求者）

（人、%）

資料提出の有無
計 率

有 無

客観的資料提出

の可否

可 1 1 2 100.0% 

否 0 0 0 0.0% 

無回答 0 0 0 0.0% 

計 1 1 2 100.0% 
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（参考 1-1）客観的資料の提出があった 4人の職歴等（認定申請者）

事例 1

アンケート回答者  男性 70代

「事業場での石綿

取扱」有と回答の

あった職歴

昭和 44年～昭和 62年 8月

石綿製造会社で、石綿製品の加工作業に従事。（1日あた

りの作業時間 7.5時間）

提出資料 健康管理手帳（石綿）

従事期間の確認 アンケート（職業歴）の記載のみ

作業内容の確認 アンケート（職業歴）の記載のみ

判定結果 認定

事例 2

アンケート回答者  男性 80代

「事業場での石綿

取扱」有と回答の

あった職歴

昭和 37年 1月～昭和 41年 1月

機械設計会社にて現地組み立て・設置・運転等に従事。

（1日当たりの作業時間 8時間）

昭和 41年 1月～昭和 48年 2月

煉炭自動乾燥装置内のアスベスト布取り付け作業、他機械

組み立て作業に従事。（1日当たりの作業時間 8時間）

昭和 49年 1月～平成 4年 6月

製鉄メーカー他で整備組み立て、現地設置作業に従事。

（1日当たりの作業時間 8時間）

提出資料 年金手帳、勤務会社記録

従事期間の確認

厚生年金被保険者証で、昭和 37年 1月～昭和 41年 1月に設

計会社で勤務していたこと、昭和 41年 1月～昭和 48年 2月

に鋳鋼所に勤務していたことが確認できる。

会社就労期間証明書で、昭和 49年 1月～平成 4年 6月に機

械設備会社に勤務していたことが確認できる。

作業内容の確認 アンケート（職業歴）及び作業内容機器証明書

判定結果 認定
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事例 3

アンケート回答者  男性 70代

「事業場での石綿

取扱」有と回答の

あった職歴

平成 2年 1月～現在

上下水道工事、リフォームによる解体・ハツリ・空調設備

の作業に従事。（1日あたりの作業時間 10時間）

提出資料 年金手帳

従事期間の確認
年金加入履歴で、平成 2年 1月から現在まで設備会社に勤務

していることが確認できる。

作業内容の確認 アンケート（職業歴）の記載のみ

判定結果 認定

事例 4

アンケート回答者  男性 70代

「事業場での石綿

取扱」有と回答の

あった職歴

昭和 43年 4月～平成 11年 5月

石綿を騒音防止剤として使用している企業で、工場の騒音

防止工事に従事。アスベストの吹付工事等の工事立ち合

い。（1日あたりの作業時間不明）

提出資料 年金手帳

従事期間の確認
年金加入履歴で、昭和 43年 4月～平成 11年 5月に、上記企

業に勤務していることが確認できる。

作業内容の確認 アンケート（職業歴）の記載のみ

判定結果 認定

+（参考 1-2）客観的資料の提出があった 4人の医学的所見（認定申請者）

原発 プラーク
広範囲

プラーク
線維化 石綿小体等 判定結果

事例 1 ○ ○ ○ × － 認定

事例 2 ○ 〇 〇 〇 － 認定

事例 3 ○ × × × 〇 認定

事例 4 ○ ○ × × 〇 認定

注）「○」は環境省石綿健康被害判定小委員会又は同審査分科会の審議において提出された資料から

医学的所見が認められたものであり、「×」は医学的所見が認められなかったもの。「―」は石綿

小体及び石綿繊維（以下「石綿小体等」という。）の計測又は肺組織切片中の石綿小体等の確認

が行われていないもの等。
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（参考 2-1）客観的資料の提出がなかった者のうち同僚聴取可と回答した 2人の

職歴等（認定申請者）

事例 5

アンケート回答者  女性 80代

「事業場での石綿

取扱」有と回答の

あった職歴

昭和 30年代～昭和 57年 5月頃

石綿製造会社で、石綿糸・石綿布等の石綿製品の製造工程

における作業に従事。（1日あたりの作業時間 9時間）

提出資料 なし

従事期間の確認 アンケート（職業歴）の記載、同僚証言聴取可

作業内容の確認 アンケート（職業歴）の記載のみ

判定結果 認定

事例 6

アンケート回答者  男性 50代

「事業場での石綿

取扱」有と回答の

あった職歴

昭和 55年 5月～令和 2年 3月

建設会社で、壁天井軽鉄下地組み・建材貼り、外壁貼り作

業に従事。（1日あたりの作業時間 8時間）

提出資料 なし

従事期間の確認 アンケート（職業歴）の記載、同僚証言聴取可

作業内容の確認 アンケート（職業歴）の記載のみ

判定結果 認定

（参考 2-2）客観的資料の提出がなかった者のうち同僚聴取可と回答した 2人の医学

的所見（認定申請者）

原発 プラーク
広範囲

プラーク
線維化 石綿小体等 判定結果

事例 5 ○ ○ × ○ － 認定

事例 6 ○ ○ ○ × － 認定

注）「○」は環境省石綿健康被害判定小委員会又は同審査分科会の審議において提出された資料か

ら医学的所見が認められたものであり、「×」は医学的所見が認められなかったもの。「―」は石

綿小体等の計測又は肺組織切片中の石綿小体等の確認が行われていないもの等。
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（参考 3-1）客観的に示す資料提出を「可」と回答した者の職歴等（弔慰金請求者）

事例 7

被害者 男性 70代 （アンケート回答者 被害者の配偶者）

「事業場での石綿

取扱」有と回答の

あった職歴

昭和 37年 4月～昭和 58年 4月

建設現場での施工管理に従事。（1日あたりの作業時間 12

時間）

提出資料 年金記録

従事期間の確認

年金加入履歴で、昭和 37年 4月～昭和 41年 7月、昭和 41

年 8月～昭和 43年 9月、昭和 43年 10月～昭和 46年 9月、

昭和 46年 9月～昭和 52年 10月にそれぞれ建設会社で勤務

していたことが確認できる。

作業内容の確認

石綿業務従事証明書で昭和 37年 4月～昭和 41年 7月の作業

内容が確認できる。

その他はアンケート（職業歴）の記載のみ

判定結果 認定

（参考 3-2）客観的資料の提出があった者の医学的所見（弔慰金請求者）

原発 プラーク
広範囲

プラーク
線維化 石綿小体等 判定結果

事例 7 ○ ○ ○ ○ － 認定

注）「○」は環境省石綿健康被害判定小委員会又は同審査分科会の審議において提出された資料から

医学的所見が認められたものであり、「×」は医学的所見が認められなかったもの。「―」は石綿小

体等の計測又は肺組織切片中の石綿小体等の確認が行われていないもの等。

※令和 3年 9月 22日までに開催された環境省石綿健康被害判定小委員会又は同審査分科会

（以下「判定小委員会」という。）において判定結果が確定した申請者を対象に集計し、

判定結果欄は令和 3年 9月 22日までの判定結果を反映した。
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（６）同僚労働者からの聞き取り状況と資料提出の可否（表 5－1、表 5－2）

集計方法

従事歴が 10年以上であると回答した者について、アンケート票の同僚労働者からの

聞き取りの可否と２－２（５）の客観的資料提出の可否について、支給種別にクロス集

計を行った。

結果

認定申請のアンケート回答者のうち、同僚労働者からの聞き取りが可能と回答した者

7人（21.9%）、聞き取りができないと回答した者 18人（56.3%）、無回答 7人（21.9%）

であった。

表 5－1．同僚労働者からの聞き取り状況と資料提出の可否（認定申請者）

                  （人、%）

客観的資料提出の可否
計 率

可 否 無回答

同僚聞き取

りの可否

可 3 2 2 7 21.9% 

否 6 9 3 18 56.3% 

無回答 0 2 5 7 21.9% 

計 9 13 10 32 100.0% 

弔慰金請求者のアンケート回答者のうち、同僚労働者からの聞き取りが可能と回答し

た者 2人（100.0%）であった。

表 5－2．同僚労働者からの聞き取り状況と資料提出の可否（弔慰金請求者）

 （人、%）

客観的資料提出の可否
計 率

可 否 無回答

同僚聞き取

りの可否

可 2 0 0 2 100.0% 

否 0 0 0 0 0.0% 

無回答 0 0 0 0 0.0% 

計 2 0 0 2 100.0% 
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（７）胸膜プラーク等の医学的所見（表 6－1－1～2、表 6－2－1～2）

集計方法

従事歴が 10 年以上であると回答した者について、令和 3 年 9 月 22 日までに開催さ

れた判定小委員会における判定結果から、胸膜プラーク等の医学的所見について、支給

種別に集計を行った。医学的所見の分類は、平成 29年 6月 29日付け判定小委員会一部

改訂の「医学的判定に係る資料に関する留意事項」に基づき分類した。

また、判定結果と従事期間を証明する客観的資料の提出の可否についてクロス集計を

行った。

結果

認定申請のアンケート回答者で、環境大臣より医学的事項の結果の通知があった者

30人のうち、判定小委員会における判定の結果、機構にて認定した者 24人、不認定と

した者 3人、追加資料を求めた者は 3人であった。

判定結果と客観的資料の提出の有無とのクロス集計からは、認定と判定された 24人

のうち客観的資料の提出があった者は 11人、資料が提出されなかった者は 13人であっ

た。
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表 6－1－1．判定結果（認定申請者）               （人）

原発 プラーク 
広範囲 

プラーク 
線維化 

石綿 

小体等 
計 

認定 

○ ○ ○ ○ ○ 1 
○ ○ ○ ○ － 5 
○ ○ ○ × － 11 
○ ○ × ○ － 4 
○ ○ × × ○ 1 
○ × × × ○ 2 

不認定
○ × × ○ － 1 
○ × × × － 2 

追加資料

○ ○ × × × 1 
○ ○ × × － 1 
○ × × ○ × 1 

計 30 
注）「○」は判定小委員会の審議において提出された資料から医学的所見が認められたもの

であり、「×」は医学的所見が認められなかったもの。「―」は石綿小体等の計測又は肺

組織切片中の石綿小体等の確認が行われていないもの等。

表 6－1－2．判定結果と客観的資料提出の有無（認定申請者）

（人、%）

客観的資料提出の有無
計 率

有 無

認定 11 13 24 80.0%

不認定 0 3 3 10.0%

追加資料 0 3 3 10.0% 

計 11 19 30 100.0%

13



弔慰金請求者のアンケート回答者で、環境大臣より医学的事項の結果の通知があった

者 2人のうち、判定小委員会における判定の結果、機構にて認定した者は 1人、不認定

とした者は 1人であった。

判定結果と客観的資料の提出の有無とのクロス集計からは、認定と判定された 1人の

うち、客観的資料の提出があった者は 1人であった。

表 6－2－1．判定結果（弔慰金請求者）              （人）

原発 プラーク 
広範囲 

プラーク 
線維化 

石綿 

小体等 
計 

認定 ○ ○ ○ ○ － 1 
不認定 × × × × × 1 

計 2 
注）「○」は判定小委員会の審議において提出された資料から医学的所見が認められたもの

であり、「×」は医学的所見が認められなかったもの。「―」は石綿小体等の計測又は肺

組織切片中の石綿小体等の確認が行われていないもの等。

表 6－2－2．判定結果と客観的資料提出の有無（弔慰金請求者）

（人、%）

客観的資料提出の有無
計 率

有 無

認定 1 0 1 50.0%

不認定 0 1 1 50.0%

計 1 1 2 100.0%
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２－３ 累計集計結果（平成 26 年度～令和 2年度）

（１）累計調査対象

調査を開始した平成 26年度から令和 2年度までの調査結果に、各年度の調査後に決

定した判定結果を反映した。なお、集計するに当たり、アンケートの原本と各年度の調

査結果を再度確認し、過去の集計に誤りがあった場合には修正をした。

調査対象者は救済制度に肺がんで申請・請求のあった認定申請者 660人、弔慰金請求

者 185人であった。アンケート調査に同意を得られた者は認定申請者 388人、弔慰金請

求者 79人であった。

（２）累計アンケート回答者（表 7－1、表 7－2）
２－３（１）で同意を得られた者にアンケートを送付し、回答のあった者は認定申請

者 300人（回答率 77.3％）、弔慰金請求者 58人（回答率 73.4％）であった。

表 7－1．累計アンケート対象者性別（認定申請者）       

（人、％）

男 女 計

調査対象者数 625 35 660 

同意が得られた者 375 13 388 

アンケート回答者数 291 9 300 

回答率 77.6% 69.2% 77.3% 

表 7－2．累計アンケート対象者性別（弔慰金請求者）    

（人、％）

男 女 計

調査対象者数 178 7 185 

同意が得られた者 75 4 79 

アンケート回答者数 54 4 58 

回答率 72.0% 100.0% 73.4% 

注）性別は被害者の性別により分類した。
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（３）累計年齢階層別集計（表 8－1、表 8－2）

集計方法

アンケート調査において、従事歴が 10年以上あると回答した者と、ないと回答した

者との年齢階層別集計を支給種別に行った。なお、弔慰金請求者の年齢は死亡時の年齢

とした。

結果

認定申請のアンケート回答者 300 人の平均申請時年齢は 72.5 歳であり、このうち、

事業場での石綿取扱いに有りと回答した者で、従事歴が 10年以上の者は 143人で、平

均申請時年齢は 73.2歳であった。

表 8－1．累計年齢階層別（認定申請者）   （人、%）

従事歴 10年

計
10年有

の分布
有 無

男 女 男 女

40歳－49歳 0 0 2 0 2 0.0% 

50歳－59歳 7 0 13 1 21 4.9% 

60歳－69歳 30 1 38 1 70 21.7% 

70歳－79歳 82 0 71 2 155 57.3% 

80歳－89歳 20 2 25 2 49 15.4% 

90歳－99歳 1 0 2 0 3 0.7% 

計 140 3 151 6 300 100.0% 

注）年齢は被害者の申請時の年齢とした。

グラフ 2－1．累計従事歴 10年「有」回答者の属性（認定申請者）
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弔慰金請求者のアンケート回答者 58 人の被害者の平均死亡時年齢は 75.7 歳であり、

従事歴が 10年以上の者は 24人で、平均死亡時年齢は 76.4歳であった。

表 8－2．累計年齢階層別（弔慰金請求者）      （人、%）

注）性別は被害者の性別により分類し、年齢は被害者の死亡時の年齢とした。

グラフ 2－2．累計従事歴 10年「有」回答者の属性（弔慰金請求者）

従事歴 10年

計
10年有

の分布
有 無

男 女 男 女

50歳－59歳 0 0 1 0 1 0.0% 

60歳－69歳 6 0 8 1 15 25.0% 

70歳－79歳 8 0 11 1 20 33.3% 

80歳－89歳 10 0 8 2 20 41.7% 

90歳－99歳 0 0 2 0 2 0.0% 

計 24 0 30 4 58 100.0% 
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（４）累計産業分類別集計（表 9－1、表 9－2） 

集計方法

従事歴が 10年以上であると回答した者について、アンケート票の職業歴に関する回

答内容から所属した事業所（企業）名を産業別に分類し、支給種別に集計を行った。産

業分類は平成 14年度 3月改訂版の日本標準産業分類に基づき、大分類で分類した。

結果

認定申請のアンケート回答者のうち最も従事者が多かった産業は「E 建設業」111人

であり、次いで「F 製造業」22人であった。

表 9－1．累計産業分類（認定申請者）          （人、%）

産 業 分 類
回答者

率
男 女

E 建設業 110 1 77.6% 

F 製造業 20 2 15.4% 

I 運輸業 3 0 2.1% 

O 教育、学習支援行 1 0 0.7% 

Q サービス業 1 0 0.7% 

その他 5 0 3.5% 

計 140 3 100.0% 

弔慰金請求者のアンケート回答者の被害者の産業のうち最も従事者が多かった産業

は「E 建設業」18人であり、次いで「F 製造業」3人であった。

表 9－2．累計産業分類（弔慰金請求者）        （人、%）

産 業 分 類
回答者

率
男 女

E 建設業 18 0 75.0% 

F 製造業 3 0 12.5% 

I 運輸業 1 0 4.2% 

R 公務 1 0 4.2% 

無回答 1 0 4.2% 

計 24 0 100.0% 
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（５）累計従事期間を客観的に示す資料提出の可否と提出状況（表 10－1、表 10－2）

集計方法

従事歴が 10年以上であると回答した者について、アンケート票の従事期間を証明す

る客観的資料の提出の可否と資料の提出状況について、該当のあった認定申請でクロス

集計を行った。

結果

認定申請のアンケート回答者のうち、従事期間を証明する客観的資料の提出ができる

と回答した者は 52人（36.4%）、資料が提出できないと回答した者は 67人（46.9%）、無

回答は 24 人（16.8%）であった。実際に資料が提出されたのは 57 名（39.9%）であっ

た。

表 10－1．累計客観的に示す資料提出の可否と提出状況（認定申請者）

（人、%）

資料提出の有無
計 率

有 無

客観的資料

提出の可否

可 47 5 52 36.4% 

否 5 62 67 46.9% 

無回答 5 19 24 16.8% 

計 57 86 143 100.0% 

弔慰金請求者のアンケート回答者のうち、従事期間を証明する客観的資料の提出がで

きると回答した者は 10人（41.7%）、資料が提出できないと回答した者は 11人（45.8%）

であった。

表 10－2．累計客観的に示す資料提出の可否と提出状況（弔慰金請求者）

（人、%）

資料提出の有無
計 率

有 無

客観的資料

提出の可否

可 7 3 10 41.7% 

否 0 11 11 45.8% 

無回答 1 2 3 12.5% 

計 8 16 24 100.0% 
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（６）累計同僚労働者からの聞き取り状況と資料提出の可否（表 11－1、表 11－2）

集計方法

従事歴が 10年以上であると回答した者について、アンケート票の同僚労働者からの

聞き取りの可否と客観的資料提出の可否について、支給種別にクロス集計を行った。

結果

認定申請のアンケート回答者のうち、同僚労働者からの聞き取りが可能と回答した者

37人（25.9%）、聞き取りができないと回答した者 80人（55.9%）、無回答 26人（18.2%）

であった。

表 11－1．累計同僚労働者からの聞き取り状況と資料提出の可否（認定申請者）

                 （人、%）

客観的資料提出の可否
計 率

可 否 無回答

同僚聞き取

りの可否

可 21 10 6 37 25.9% 

否 26 51 3 80 55.9% 

無回答 5 6 15 26 18.2% 

計 52 67 24 143 100.0% 

弔慰金請求者のアンケート回答者のうち同僚労働者からの聞き取りが可能と回答し

た者 5人（20.8%）、聞き取りができないと回答した者 16人（66.7%）であった。

表 11－2．累計同僚労働者からの聞き取り状況と資料提出の可否（弔慰金請求者）      

（人、%）

客観的資料提出の可否
計 率

可 否 無回答

同僚聞き取

りの可否

可 3 2 0 5 20.8% 

否 7 9 0 16 66.7% 

無回答 0 0 3 3 12.5% 

計 10 11 3 24 100.0% 
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（７）累計胸膜プラーク等の医学的所見（表 12－1－1～2、表 12－2－1～2）

集計方法

従事歴が 10 年以上であると回答した者について、令和 3 年 9 月 22 日までに開催さ

れた判定小委員会における判定結果から、胸膜プラーク等の医学的所見について、支給

種別に集計を行った。医学的所見の分類は、平成 29年 6月 29日付け判定小委員会 一

部改訂の「医学的判定に係る資料に関する留意事項」に基づき分類した。

また、判定結果と従事期間を証明する客観的資料の提出の可否についてクロス集計を

行った。

結果

認定申請のアンケート回答者で、環境大臣より医学的事項の結果の通知があった者

140人のうち、判定小委員会における判定の結果、機構にて認定した者 108人、不認定

とした者は 29人、追加資料を求めた者は 3人であった。

判定結果と客観的資料の提出の有無とのクロス集計からは、「認定」と判定された 108

人のうち、客観的資料の提出があった者は 45人であった。

判定結果を確認したところ、「不認定」と判定された者のうち、客観的資料の提出が

あった者 11人中 10人が「胸膜プラークなし」との判定であった。
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表 12－1－1．累計判定結果（認定申請者）          （人）

原発 プラーク 
広範囲 

プラーク 
線維化 

石綿 

小体等 
計 

認定 

○ ○ ○ ○ ○ 1 
○ ○ ○ ○ － 23 
○ ○ ○ × ○ 3 
○ ○ ○ × × 1 
○ ○ ○ × － 53 
○ ○ × ○ ○ 1 
○ ○ × ○ × 1 
○ ○ × ○ － 15 
○ ○ × × ○ 5 
○ × × × ○ 5 

不認定

○ ○ × × × 3 
○ ○ × × － 6 
○ × × ○ × 3 
○ × × ○ － 3 
○ × × × × 4 
○ × × × － 9 
－ ○ ○ ○ － 1 

追加資料

○ ○ × × × 1 
○ ○ × × － 1 
○ × × ○ × 1 

計 140 
注）「○」は判定小委員会の審議において提出された資料から医学的所見が認められた

ものであり、「×」は医学的所見が認められなかったもの。「―」は石綿小体等の計測

又は肺組織切片中の石綿小体等の確認が行われていないもの等。
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表 12－1－2．累計判定結果と客観的資料の有無（認定申請者）

           （人、%）

客観的資料提出の有無
計 率

有 無

認定 45 63 108 77.1%

不認定 11 18 29 20.7%

追加資料 0 3 3 2.1% 

計 56 84 140 100.0%

注）前回調査時から新たに加わった判定結果を反映したもの。

弔慰金請求者のアンケート回答者で、環境大臣より医学的事項の結果の通知があった者

24人のうち、判定小委員会における判定の結果、機構にて認定した者は 15人、不認定と   

した者は 9人であった。

判定結果と客観的資料の提出の有無とのクロス集計からは、「認定」と判定された 15人

のうち客観的資料の提出があった者は5人、資料が提出されなかった者は10人であった。

判定結果を確認したところ、不認定と判定された者のうち、客観的資料の提出があった

者１名は放射線画像の提出がなかった。

表 12－2－1．判定結果（弔慰金請求者）    （人）

原発 プラーク 
広範囲 

プラーク 
線維化 

石綿 

小体等 
計 

認定 

○ ○ ○ ○ ○ 1 
○ ○ ○ ○ － 6 
○ ○ ○ × － 5 
○ ○ × ○ － 2 
○ × × × ○ 1 

不認定

○ ○ × × × 1 
○ ○ × × － 2 
○ × × × × 1 
○ × × × － 2 
× × × × × 1 
－ ○ × × － 1 
－ － － － × 1 

計 24 
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注）「○」は判定小委員会の審議において提出された資料から医学的所見が認められたもので

あり、「×」は医学的所見が認められなかったもの。「―」は石綿小体等の計測又は肺組織

切片中の石綿小体等の確認が行われていないもの等。

表 12－2－2．累計判定結果と客観的資料の有無（弔慰金請求者）

（人、%）

客観的資料提出の有無
計 率

有 無

認定 5 10 15 62.5%

不認定 3 6 9 37.5%

計 8 16 24 100.0%
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３．まとめ

３－１ 令和 2年度調査結果
（１）調査対象：

① 令和 2年 2月 1日から令和 3年 1月 31日までに申請（請求）のあった

救済制度における肺がんでの申請（請求）者

204人（認定申請者 158人、弔慰金請求者 46人）

② ３－１（１）①のうち同意の得られた者

107人（認定申請者 100人、弔慰金請求者 7人）

    ③ ３－１（１）②のうち回答のあった者

80人（認定申請者 75人、弔慰金請求者 5人） 回答率 74.8% 

（２）認定申請者：

従事歴が 10年以上と回答した者：32人

そのうち環境大臣から医学的事項の結果の通知があった者：30人

● 認定者 24人のうち

客観的資料提出 あり 11人（45.8％）

なし 13人（54.2％）

● 不認定者 3人のうち

客観的資料提出 あり 0人（0.0％）

              なし 3人（100.0％）

● 追加資料 3人のうち

客観的資料提出 あり 0人（0.0％）

客観的資料提出 なし 3人（100.0％）

（３）弔慰金請求者：

従事歴が 10年以上と回答した者：2人

そのうち環境大臣から医学的事項の結果の通知があった者：2人

● 認定者 1人のうち

客観的資料提出 あり 1人（100.0％）

        なし 0人（0.0％）

● 不認定 1人のうち

客観的資料提出 あり 0人（0.0％）

なし 1人（100.0％）
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３－２ 累計（平成 26年度~令和 2年度）調査結果
（１）調査対象：

① 平成 26年度調査から令和 2年度調査の対象者の累計

845人（認定申請者 660人、弔慰金請求者 185人）

② ３－２（１）①のうち同意の得られた者

467人（認定申請者 388人、弔慰金請求者 79人）

    ③ ３－２（１）②のうち回答のあった者

358人（認定申請者 300人、弔慰金請求者 58人） 回答率 76.7% 

（２）認定申請者：

従事歴が 10年以上と回答した者：143人※

そのうち環境大臣から医学的事項の結果の通知があった者：140人

● 認定者 108人のうち

客観的資料提出 あり 45人（41.7％）

なし 63人（58.3％）

    ● 不認定者 29人のうち

客観的資料提出 あり 11人（37.9％）

なし 18人（62.1％）

● 追加資料 3人のうち

客観的資料提出 あり 0人（0.0％）

なし 3人（100.0％）

    ※従事歴が 10年以上と回答した 143人のうち申請を取下げた 1人は集計から除外

した。

（３）弔慰金請求者：

従事歴が 10年以上と回答した者：24人

そのうち環境大臣から医学的事項の結果の通知があった者：24人

● 認定者 15人のうち

客観的資料提出 あり 5人（33.3％）

なし 10人（66.7％）

● 不認定者 9人のうち

客観的資料提出 あり 3人（33.3％）

なし 6人（66.7％）
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４．参考資料

石綿健康被害救済制度における指定疾病に係る

医学的判定に関する考え方について

平成２５年４月

中央環境審議会環境保健部会

石綿健康被害救済小委員会

参考資料４－１
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～ 抜粋 ～

１． 略

２．石綿を吸入することにより指定疾病にかかったことを判定するための考え方について

(1) 肺がんについて

①、② 略

③ 石綿ばく露作業従事歴を指標とする考え方について

石綿ばく露作業従事歴（以下「従事歴」という。）については、労災制度の肺がん

の認定基準に採用されているが、救済制度では、ばく露歴を厳密に確認することな

く、画像所見や石綿小体・繊維数等の医学的所見に基づき肺がんの判定が行われて

いる。これは、前者が労働者の負傷、疾病等に関し使用者の災害補償責任を担保す

るための保険制度である一方、後者は個々の原因者の特定が困難であるという石綿

健康被害の特殊性に着目し、民事上の賠償責任とは離れて、社会全体で石綿健康被

害者の迅速な救済を図ることを目的にしているという制度趣旨によるためである。

また、労災加入歴を有する石綿ばく露労働者を対象とし、現に全国321カ所の労働

基準監督署において従事歴を把握している労災制度とは異なり、救済制度において

は、従事歴を厳密かつ迅速に調査する体制が整っていない。さらに、救済制度の性

格上、従事歴を確認するために必要となる客観的資料が乏しいことから、調査体制

を整備したとしても、従事歴の厳密な精査には限界があり、従事歴を肺がんの医学

的判定の指標として採用することは困難であると考える。

なお、救済小委員会での検討過程では、個別意見として、救済制度においても従

事歴を医学的判定に反映させるべきであり、そのための体制整備等の検討を進める

べきとの意見があった。

④ 略

(2) 略

３．おわりに

前略

また、石綿による肺がんに関しては、知見が十分に得られておらず、未だに解明され

ていない課題が残されていることから、今後とも更なる知見の収集に努めるべきであ

る。特に従事歴については、肺がんに係る申請内容を分析するなど、更に研究すること

が望まれる。

以下省略

29



令和２年〇月〇日

石綿ばく露作業従事歴に関する調査へのご協力のお願い 

（独）環境再生保全機構では、肺がんで申請をされた方を対象に、その

方の石綿ばく露作業従事歴についての調査を行っています。得られた結果

は今後の環境政策を検討するための資料として活用させていただきます。

この調査で得られた個人情報が、この調査の目的以外（例えば認定等の

審査）に使用することはありません。また、調査結果は個人を特定できな

いよう集計した上で公表いたします。

この調査にご協力いただける場合には、以下の太枠内をご記入の上、次

ページからの調査票にお答えいただき、ご記入後、同封の返信用封筒に入

れて、令和２年〇月〇日までにポストに投函してください。

記入年月日 令和   年   月   日

お 名 前

（自筆署名※）

生 年 月 日    年   月   日

性   別 男  ・  女

※ご署名をもちまして、調査協力への同意と代えさえていただきます。

※代筆の場合は枠外に代筆された方の署名をご記入ください。

独立行政法人環境再生保全機構 石綿健康被害救済部情報業務課

【本件に関する問い合わせ先】

〒212－8554
住所 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310 番ミューザ川崎セントラルタワー

電話 044－520－9615 

大正・昭和

平成
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学校を卒業してから現在に至るまでの職業歴 

現在までの職歴を記入してください。                       （１／ 枚目）

※石綿のばく露の有無に関わらず、これまで従事してきた作業を、アルバイト等短期間の仕事も含めて記

入して下さい。（欄は従事した期間が古い仕事の順に使用し、足りない場合は、追加記入用紙を使用して下さい。）

従事した

期間

昭和

平成

令和

年  月
作業内容

*(注) 

番号
(具体的に) 

～

昭和

平成

令和

年  月

会社名
事業場の

事業内容

事業場での

石綿取扱い

□有

□無

□不明

事業場の

所在地

従事した

期間

昭和

平成

令和

年  月
作業内容

*(注) 

番号
(具体的に)

～

昭和

平成

令和

年  月

会社名
事業場の

事業内容

事業場での

石綿取扱い

□有

□無

□不明

事業場の

所在地

従事した

期間

昭和

平成

令和

年  月
作業内容

*(注) 

番号
(具体的に) 

～

昭和

平成

令和

年  月

会社名
事業場の

事業内容

事業場での

石綿取扱い

□有

□無

□不明

事業場の

所在地

*(注) どのような作業に従事していたか、番号を選んだうえで仕事の内容を記入して下さい。

(1)石綿製品製造業 (7)建築・建設関連作業 (13)セメント製品製造に関わる作業

(2)石綿（石綿含有岩綿等）吹きつけ作業 (8)石綿のある倉庫内の作業 (14)レンガ、陶磁器製造に関わる作業

(3)配管・断熱・保温・ボイラー関連作業 (9)港湾での作業 (15)化学工場内の作業

(4)解体作業 (10)鉄鋼所及び鉄製品製造作業 (16)清掃工場・廃棄物回収の作業

(5)石綿原綿・石綿製品運搬業 (11)自動車製造業・自動車整備工 (17)車両（電車等）製造維持補修作業

(6)造船所内の作業 (12)ガラス製品製造に関わる作業 (18)その他の作業

記入した方のお名前     （本人・配偶者･子・父母・兄弟姉妹・その他（     ）

〔１日あたりの作業時間     時間〕

〔１日あたりの作業時間     時間〕

〔１日あたりの作業時間     時間〕

31



（つづき）                                  （  ／ 枚目）

従事した

期間

昭和

平成

令和

年  月
作業内容

*(注) 

番号
(具体的に) 

～

昭和

平成

令和

年  月

会社名
事業場の

事業内容

事業場での

石綿取扱い

□有

□無

□不明

事業場の

所在地

従事した

期間

昭和

平成

令和

年  月
作業内容

*(注) 

番号
(具体的に) 

～

昭和

平成

令和

年  月

会社名
事業場の

事業内容

事業場での

石綿取扱い

□有

□無

□不明

事業場の

所在地

従事した

期間

昭和

平成

令和

年  月
作業内容

*(注) 

番号
(具体的に)

～

昭和

平成

令和

年  月

会社名
事業場の

事業内容

事業場での

石綿取扱い

□有

□無

□不明

事業場の

所在地

*(注) どのような作業に従事していたか、番号を選んだうえで仕事の内容を記入して下さい。

(1)石綿製品製造業 (7)建築・建設関連作業 (13)セメント製品製造に関わる作業

(2)石綿（石綿含有岩綿等）吹きつけ作業 (8)石綿のある倉庫内の作業 (14)レンガ、陶磁器製造に関わる作業

(3)配管・断熱・保温・ボイラー関連作業 (9)港湾での作業 (15)化学工場内の作業

(4)解体作業 (10)鉄鋼所及び鉄製品製造作業 (16)清掃工場・廃棄物回収の作業

(5)石綿原綿・石綿製品運搬業 (11)自動車製造業・自動車整備工 (17)車両（電車等）製造維持補修作業

(6)造船所内の作業 (12)ガラス製品製造に関わる作業 (18)その他の作業

※下記枠内も必ずご記入ください

・就業期間を証明する客観的資料の提出の可否 （ 可 ・ 否 ）

〔提出可能な資料；□年金記録 □健康管理手帳 □青色申告書の写し 

□その他（                ）〕

提出可の場合、返信用封筒に

□同封する

□同封しない

・同僚労働者からの聴き取りの可否 （ 可 ・ 否 ）

調査は以上となります。ご協力ありがとうございました。

〔１日あたりの作業時間     時間〕

〔１日あたりの作業時間     時間〕

〔１日あたりの作業時間     時間〕
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17 7 8

14 3

17 8 26

ht tp://www.env.go.jp/press/press.php?ser ial=6302
17 7 29

ht tp://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/07/h0729-2.html
17 8 26

ht tp://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/08/h0826-3.html
17 8 26

ht tp://www.mlit .go.jp/kisha/kisha05/01/010826_.html
17 8 26

ht tp://www.met i.go.jp/press/20050826002/20050826002.html

「 石綿ばく露歴把握のための手引」
（ 平成18年10月 石綿に関する健康管理等専門家会議マニュアル作成部会） より
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